
 

 

 

 

 

 

 

（（（参参参考考考）））情情情報報報通通通信信信分分分野野野ののの動動動向向向   
 

 

 

 

 

 

情３－３ 



 2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
電子政府 

教育 

医療 

 
ライフ 

ナノテク 

環境等 
構
造
改
革 

移動､交通

コ

ン

テ

ン
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個人の情報発信 

世界の情報収集 

頭脳の補助 

科
学
技
術 

公
共
サ
ー
ビ
ス 

個
人
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ 

環境負
荷軽減 芸

術 

１１１．．．情情情報報報通通通信信信分分分野野野ののの研研研究究究開開開発発発ととと利利利用用用 

「e-Japan 戦略」５年以内に世界最先端の 
       IT 国家となることを目指す 

我が国の 
情報通信 
インフラ 
､利用の
遅れ 

情報通信分野の
技術変化の加速 

情報通信分野の 
研究開発  

・情報通信は、産業、公共サービス、科学技術、個人生活等に幅広い影響 

・「世界最先端の IT 国家」を実現するためには、研究開発の加速が重要 

技術水準、研究開発投資の日米格差の拡大

研
究
開
発
他

 

 

電子商取引等 

情報通信産業 

産業のＩＴ利用 

産
業 

情情報報通通信信技技術術   

「e-Japan 重点計画」 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

人
材
育
成

電
子
政
府

電
子
商
取
引

ワ
ー
ク 

ネ
ッ
ト 

 

重点化した 
研究開発の加速 
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産業のＩＴ利用 

（（１１））情情報報通通信信はは我我がが国国のの経経済済成成長長のの牽牽引引役役   

我が国の産業 

 

-48
-59

-43

-19

13

-73

0

-80

-60

-40

-20

0

20

H11 H12 H.13 H14 H15 H16

（情報通信による 
雇用増がない場合）

電子商取引の市場規模が急拡大（アクセンチュア予測(H13.1)）
・企業間  ；（H12）約 22 兆円  →（H17）約 110 兆円 
・消費者向け；（H12）約 8,200 億円→（H17）約 13 兆円 

電子商取引 

生産性の向上 
顧客対応の向上 

雇用は情報通信関連で 5 年間で累積86 万人創出
(情報通信なしでは73 万人の雇用減) 

金
額 

（通産省、ｱﾝﾀﾞｰｾﾝ共同調査；H11.9） 

(
万
人) 

10 

(%) 

 8 

 

 6 

 

 4 

 

 2 

 

 0 

S55     60      H2       7     10 

全産業における雇用の純増、純減による累積推移予測 

構成比 

情報通信産業の生産額が増大し、
全産業の約 1 割に成長 

 

   50 

 (兆円) 

   40 

 

   30 

 

     20 

 

     10 

 

      0 

 

情報通信産業の生産額 
（名目粗付加価値額、平成 12 年通信白書より）

情報通信産業 
9.4％ 
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（２）米国における情報通信産業の経済への影響 

0%
5%

10%
15%
20%
25%
30%
35%

H6 H7 H8 H9 H10 H11

情報通信産業の実質経済成長率への寄与率 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

H3-H7 H8-H11

情報通信以外の寄与

情報通信の寄与

労働生産性上昇に対する情報通信の寄与(年平均伸び率) 

（デジタルエコノミー2000 より） 

-150

-100

-50

0

50

100

150

1990年 1991年 1992年 1993年（万人）

0

131

－ 80

－115

米国の雇用者数は、1991
年いったん純減に転じた。

1992年は依然として1990 年からの累計では
純減。しかし単年度で純増に転じたため累積
純減は減少。

1993年には1990年からの累計で
も純増に転じた。

1990年以降のアメリカにおける雇用純減・純増の累積推移

 

 

情報通信産業が 
経済全体に占める割合 
(名目付加価値額の比率) 

実績 
推定 

情報通信産業；雇用者数は5％未満だが、産業
規模は経済全体の8％程度に上昇。
経済成長率への寄与は3割に上る。

 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 

8.5% 

8.0% 

7.5% 

7.0% 

6.5% 

5.5% 

5.0% 

(万人)    H2          H3           H4           H5 
150 
 
100 
 
 50 
 
  0 
 
 -50
 
-100
 
-150

平成 2 年以降の米国における雇用純源・純増

情報通信の利用；産業全体の生産性上昇率は2 倍
に増大。雇用も純増に転換。 

(%) 
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（（３３））我我がが国国情情報報通通信信産産業業のの中中のの成成長長部部門門   

情報通信産業の主な部門別生産額  

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

H55 H60 H2 H7 H10

国
内
生
産
額

（
兆
円

）

機器製造
情報関連ｻｰﾋﾞｽ
電気通信
情報ｿﾌﾄ

（注） 
｢情報関連サービス｣；新聞、印刷･製版･製本、出版、 

情報ｻｰﾋﾞｽ(ｿﾌﾄｳｪｱ業を除く)、ﾆｭｰｽ配給･ 
興信所の一部、広告、映画館、劇場･興行 

｢情報ソフト｣；ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄ、録音済ｶｾｯﾄﾃｰﾌﾟ･ﾃﾞｨｽｸ、 
ﾚｺｰﾄﾞ、映画・ﾋﾞﾃﾞｵ等の制作を含む。 

・｢情報通信機器製造｣が急増（H7～H10 の 3 年平均 8.0％増） 

・「情報関連サービス」は年平均 2.1％増と伸び悩み。 

・コンピュータソフト、音楽、映画等の「情報ソフト」も伸び率は高いが、まだ小規模。 

（平成 12 年通信白書より）
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（注）ﾌﾞｯｼｭ政権で「Networking and IT R&D」と名称変更か 

大規模ネットワーク技術 （*拡充） 

高信頼性のソフトウェア及びシステム 

ヒューマンインタフェースとデータベース 

社会・経済への影響及びIT人材育成（*拡充） 

ソフトウェアの設計及び生産性（*追加） 

 

IT R&D

高度コンピューティング （*拡充） 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

米 国  ( I T R & D )

（予算規模） 
○IT R&D 計画のみで 2,000 億円強 
 

(注)H13、14 年は

予算要求値であ

り、議会承認は

未了 

1$= ¥125 

（IT  R&D 計画の概要） 
○情報通信に関する包括的プログラム 
（コンピューティング、ネットワーク、ヒューマン
インターフェース、データベース、ソフトウェアなど）

 H11   12   13   14 

億円 

○昭和60 年ヤングレポート以降、国の研究開発に対する意識が高揚し、平成 4 年に HPCC 計画が開始 
○HPCC 計画、平成9年開始の次世代インターネット計画等を、平成12 年開始の｢IT R&D｣に集約 
○大統領情報通信諮問委員会(PITAC)報告は 
・過去の連邦政府の支援した研究成果*が米国の IT 産業でのリーダーシップを強化、と評価 

        (*)インターネット、最新のマイクロプロセッサ等 
・国の投資は不十分であり大幅な増額が必要、と提言 

２２２．．．欧欧欧米米米ののの研研研究究究開開開発発発計計計画画画   
（１）米国 「IT R&D計画」（H12～）

HPCC; High Performance Computing and Communications 

PITAC; President’s Information Technology Advisory Committee 
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（２）ＥＵ全体のための情報通信関係の共同研究開発 
（ＥＵ各国の独自プロジェクトは除く） 

COST 

(FP5)  

IST 

｢ﾕｰｻﾞｰﾌﾚﾝ

ﾄ ﾞ ﾘ ｰ な情

報社会｣  

EUREKA 

市民のためのシステムとサービス 

新しい業務方法と電子商取引 

マルチメディア関連（コンテンツとツール） 
重要技術と基盤 

産業技術の共同開発（実用性を強く要求） 
・ベンチャー、中小企業対象の小規模研究開発 
・情報通信関係大規模プロジェクト（HDTV、半導

体、マルチメディア等） 

研究基盤を支援する研究及び活動 

欧州科学技術研究協力機構(主に基礎研究分野) 

（概要） 
３種の総合的研究開発計画の各々に情報通信分
野が含まれる。 
・1971 年に｢COST｣設立（基礎研究中心）。 
・1980 年代に｢フレームワークプログラム
（FP）｣（基盤的技術）及び｢EUREKA｣（実用
性重視）が開始 

（予算規模） 
○第 5 次フレームワークのうち IST は 1,000 億円強（約 24%）
○COST は毎年 1,600 億円以上の規模。ただし情報通信分野への
配分は不明。 

○EUREKA は企業拠出も含むため政府予算は不明。 

0

200

400

600

800

1000

1200

E U  ( I S T の み )H11 H12 H13 H14

第 5次フレームワーク中の IST の研究費 

1Euro = ¥109 

○｢第 5 次フレームワークプログラム｣(FP5；1998～2002)は、第 4 次（FP4）の 
 反省を踏まえ、研究開発成果が実用に繋がるように利用目的を明確化 

億円 

COST; European Co-operation on Science and Technology, IST; Information Society Technology, EUREKA; European Research and Co-ordination Agency

（注）年度毎の金額は、FP5総額に対するISTの総額の比率
（24.1%）を乗じて推定。 
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H10 H11 H12 

次世代インターネットに関する研究開発（ﾈｯﾄﾜｰｸ障害検知等） 
インターネット利用基盤技術の開発 (情報家電適用等) 

光通信技術に関する研究開発 
超高速マルチメディア移動体通信技術の研究開発 

セキュリティ技術の開発 (サイバー攻撃自動対応等) 

放送ネットワークの高度化のための研究開発 
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄにおける不正ｱｸｾｽ発信源追跡技術における研究開発 

フェムト秒テクノロジー （超高速デバイス） 

次世代高機能映像技術 

超高速ﾌｫﾄﾆｯｸ・ﾈｯﾄﾜｰｸ技術に関する研究開発 

フレンドリー・コミュニ 
ケーション技術 言語処理・伝達技術、仮想空間構築技術 

ヒューマン･コミュニケーション 

IT バリアフリープロジェクト （高齢者 IT 利用特性データベース構築及び機器開発等）

アドバンスト並列化コンパイラ 
ナノメータ制御光ディスク 

次世代強誘電体メモリ 

リアルワールドコンピューティング 

超高度先端電子技術開発 （超ＬＳＩ、磁気ディスク） 
次世代半導体材料・プロセス基盤技術 （ＬＳＩプロセス） 

システムオンチップ先端設計技術 （超ギガ級システム LSI）   

未踏ソフトウェア等創造 

（複合要素インターフェース） 
（並列分散コンピューティング等） 

H13 

スペース・インターネット技術の研究開発 

 

産
業
競
争
力
の
強
化
、
国
民
生
活
の
利
便
性
向
上 

３３３．．．我我我ががが国国国ののの情情情報報報通通通信信信分分分野野野にににおおおけけけるるる主主主ななな研研研究究究開開開発発発プププロロロジジジェェェクククトトト（（（１１１）））  

(注）各プロジェクトの幅は予算とは比例しない。 
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(注）各プロジェクトの幅は予算とは比例しない。 
H10 H11 H12 

融合領域  

萌芽的領域  

研究開発基盤  

バイオインフォマティクス基盤センター 
ゲノム情報科学研究 

細胞フルシミュレーション 

単電子操作研究 

材料ナノテクノロジープログラム 
電子・光子等の機能制御 

ナノデバイス新材料の開発に関する研究 
21 世紀の先端科学技術をリードするナノテクノロジーの推進 

高度道路交通システム(ITS)に関する研究 

海の ITS 
高度道路交通システム(ITS)実現のための情報通信技術の研究開発 

超高速インターネット衛星 

ギガビットネットワーク技術の研究開発 
地球シミュレータ計画推進 
高機能データベース開発 

ITBL の構築と活用 
つくば WAN の構築 

量子もつれ 
今井量子計算機構プロジェクト 

量子情報通信技術の研究開発 

H13 

計算科学技術活用型特定研究開発推進 

（注）各プロジェクトの幅は予算とは比例しない。 我我我ががが国国国ののの情情情報報報通通通信信信分分分野野野にににおおおけけけるるる主主主ななな研研研究究究開開開発発発プププロロロジジジェェェクククトトト（（（２２２）））   

スーパーSINET 構想の推進 
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（注）情報通信プロジェクトで検討中の重点化の考え方 

使いやすく頼れる情報通

信システムの構築(産学官

連携を強力に推進) 

（（（参参参考考考１１１）））産産産業業業競競競争争争力力力ののの強強強化化化、、、国国国民民民生生生活活活ののの利利利便便便性性性向向向上上上、、、  
萌萌萌芽芽芽的的的・・・融融融合合合的的的領領領域域域ととと研研研究究究開開開発発発基基基盤盤盤とととなななるるる領領領域域域ののの強強強化化化   

研究開発基盤 
 

 

融合領域・萌芽的領域 
 

・バイオインフォマティクス 

・量子情報通信等 

・モバイル技術、光技術、デバイス技術
等強い分野を核に推進 

・インターネット高度化、デジタルデバ

イド解消、データベース高度化等 
・安全性･信頼性の高いデバイス､ソフト

を含むシステム 

・科学技術データベース、 
・スパコンネットワーク 
・計算科学、等 

融合領域 
・バイオインフォマティクス等

萌芽的領域 
・量子情報通信

等 
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日
米
の
研
究
開
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準
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較

応用・開発研究

基礎研究

（（（参参参考考考２２２）））我我我ががが国国国ののの情情情報報報通通通信信信分分分野野野ののの技技技術術術競競競争争争力力力    

情報通信分野のサイエンスリンケージの推移
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米国 日本

平成7 年以降、米国は基礎研究と産業の結びつきを
高めており、最近5年間で日米の格差は急速に拡大

米国 

S60 61 62 63 H1 2  3 4  5  6  7  8  9 10

日本 

情報通信分野における基礎研究と産業の結びつき 
（特許 1件当たりの科学論文の引用件数） 

(日本 
劣位) 

(日米

均衡) 

（科学技術庁調査報告より）

日本における情報通信分野の研究開発水準

は、米国と比較して次第に低下 

（科学技術政策研究所）

（注）－１は、アンケート回答者全員が日本劣位と

回答したことを示す。 
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ネットワーク コンピューティ

ング 

ﾋｭｰﾏﾝ･ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ デバイス ソフトウェア 

 

移
動
体
通
信 

音
声 

情
報
処
理 

 

技
術
領
域 基

地
局
、
交
換
機 

端
末 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

光
通
信 

情
報
家
電 

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム 

ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ 

情
報
管
理(

大
規
模
デ
ー
タ
ベ
ー
ス) 

音
声
認
識 

音
声
合
成 

言
語
情
報
処
理
（
機
械
翻
訳
等
） 

画
像
情
報
処
理 

知
的
適
応
シ
ス
テ
ム
（
人
工
知
能
等
） 

電
子
デ
バ
イ
ス 

電
子
・
光
学
材
料 

セ
ン
サ 

構
成
部
品
（
記
憶
、
表
示
装
置
等
） 

プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
言
語 

シ
ス
テ
ム 

（
対
米
） 

技
術
水
準 

日
本
の × ○ × △ ○ × ○ × × ○ ○ △ △ △ ○ △ △ × × 

 

 
（産業競争力会議資料（H11）、科学技術政策研究所（H12.3）、米国 OSTP 資料（H6）等から作成） 

日本の技術水準（対米比較） 

○日本は、要素技術中心に優位な項目 
○米国はシステム構想力から要素技術まで幅広く、特にシステム構想力が要求される領域が優位

（注）○は日本優位、△は同等、×は米国優位 
   なお、アンケート調査であり、ビジネスとしての競争力も一部評価に含まれている。 
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(a) 研究開発費の推移
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(a) 研究開発費の推移（通信・電子・電気計測器工業）
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電子装置分野の民間研究開発投資 

（参考３）民間における研究開発投資の日米格差の拡大 

研
究
開
発
費
（
百
万
ド
ル
（
購
買
力
平
価
換
算
）） 

研
究
開
発
費
（
百
万
ド
ル
（
購
買
力
平
価
換
算
）） 

製造業全体の民間研究開発投資 

購買力平価で民間研究開発投資を比較すると、製造業全体では日米格差は大きく拡大していない
が、情報通信分野（電子装置）では、日米格差が急激に拡大。 

日本 
米国 

日本 
米国 

     H3   4   5   6   7   8   9   10      H3   4   5   6   7   8   9   10 

（OECD 資料より三菱総研作成）

（注）購買力平価における１ドルは、平成 10 年で 163 円 
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（（（参参参考考考４４４）））欧欧欧米米米にににおおおけけけるるる情情情報報報通通通信信信分分分野野野ののの研研研究究究開開開発発発ののの現現現状状状    

（H11.2）米国大統領情報技術諮問委員会(PITAC) 報告書 

・今後の経済成長を支え、国家が直面している最も重要な問題に対する解決策を見出すた
め、情報技術の研究は不可欠 

・連邦政府主導による研究活動活性化がなければ、今後の発展を支える活力は大幅に低下 
・現在の研究活動を遥かに越えた大規模な研究開発に着手する必要 

２．基礎研究の強化  

１．情報通信関連の研究開発に対する連邦政府の投資は不十分  

・連邦政府の IT 関連研究開発は、短期的な考えが重視され過ぎ 
・民間は長期的なハイリスクの研究の中心的な原動力にならない。 
・長期的基礎研究における連邦政府の役割の強化・維持が不可欠 
（注）民間の情報技術関連研究開発投資は 90％以上が製品開発、残りの大部分も短期的な応用研究 

過去の連邦政府の援助した研究の成果（注）は、米国のＩＴ産業におけるリーダーシップ
を強化してきた、と評価 
（注）インターネット、最新のマイクロプロセッサ等 

（１）米国連邦政府への大統領諮問委員会の提言 
大規模な研究開発への着手と、短期的研究重視からの転換 
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（２）米国における情報通信分野の研究開発政策の変遷 
HPCC 
(High Performance Computing & Communications)  
計画(1992-1996)  

CIC R&D計画(1997-) 
(Computing, Information, and
Communications R&D Programs)

NGI計画(1997-) 
(Next Generation 

Internet)  

NII(National Information Infrastructure)構想(1992) 

ブッシュ政権 
(1989～1993)  

クリントン政権 
(1993～2000)  

・高性能コンピューティング 
・全米研究・教育ネットワーク 
・先端ソフトウェア・アルゴリズム 
・基礎研究支援・人材育成 

PITAC報告書(1998)

 

 

 

 

 
Information Technology R&D(2000) 

・先進ネットワーク 
技術研究 

・テストベッド構築 

・デジタルデバイドの解消 
・米国産業の国際競争力向上 

ASCI計画(1996-)  
(Accelerated 

Strategic Computing 
Initiative)  

米国保有核兵器の維持・
信頼性・性能向上のための
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ・ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ 

HPCC R&D 計画（1999-） 

・(HECC)先端計算、通信システム開発 
・(LSN)実用的な大規模ネットワーク 
・(HCS)高信頼性システムの開発 
・(HuCS)人間中心型のｼｽﾃﾑ・ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ 
・(ETHR)教育・トレーニング及び人材育成

・(HECC)先端計算システム；ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ、ｺﾝﾋﾟｭﾀ、ﾃﾞﾊﾞｲｽ、量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ等 
・(LSN)大規模ﾈｯﾄﾜｰｸ技術 ；NGI等 
・(HCS)高信頼性ｿﾌﾄｳｪｱ＆ｼｽﾃﾑ ；人命等を扱うｼｽﾃﾑの信頼性、ｾｷｭﾘﾃｨ等 
・(HCI&IMS)ﾋｭｰﾏﾝｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ＆情報管理；ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ、情報ｴｰｼﾞｪﾝﾄ、 

音声認識、翻訳等 
・(SEW)ITの社会・経済・労働への影響 

IT2(IT for the 21st century)  
ｲﾆｼｱﾁﾌﾞ(1999)  

（基礎研究の充実） 
・科学、工学等のための先端計算ﾞ 
・（SII）スケーラブル情報基盤 
・（SDP）ソフトウェアの設計及び生産性 
・情報技術の経済社会への適用と人材育成 

(LSN へ) (HECC へ) 

（1991 年 HPC 法（５年間の時限立法）により開始）
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（３）米国 IT R&D プログラムの推進体制 

IT R&D シニア・プリンシパル・グループ 
メンバー；NSF、NASA、DOE、NOAA、NIH、DOD、OMB、NEC の幹部 

 

NSTC（国家科学技術委員会）

IT R&D 省庁間ワーキンググループ（IWG） 
(議会、行政管理庁 OMB、OSTP、学会、産業界との間の研究活動、予算、実施、評価等の調整)

メンバー；AHRQ、DARPA、DOE、EPA、NASA、NIH、NIST、NOAA、NSA、NSF、OSD 

オブザーバ；国家経済委員会、CIC 国家調整室、行政管理庁、OSTP 

HEC-CG 

先端計算･

通信 

HCI&IM-CG 

ﾋｭｰﾏﾝ･ 

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ 

LSN-CG 

大規模 

ﾈｯﾄﾜｰｸ 

SDP-CG 

ｿﾌﾄ設

計･生産

HCSS-CG 

高信頼 

ｿﾌﾄ･ｼｽﾃﾑ 

SEW-CG 

社会経済･

人材育成 

OSTP（科学技術政策局）PITAC（大統領 IT 諮問委員会）
メンバー；企業のリーダー、企業 

    及び学術機関の研究者 

（HPCC法及びNGI法に基づき設置）

CIC 国家調整室（NOC）
(IT R&D に関する計画、
実行戦略、予算、評価
の支援、情報管理) 

調整グループ 
FISAC 

連邦政府情報 

ｻｰﾋﾞｽ/ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

協議会 

（注）厚生省保健医療政策・研究局（AHQR）、国防総省高等研究計画局（DARPA）、エネルギー省（DOE）、教育省（ED）、

環境保護庁（EPA）、国立航空宇宙局（NASA）、国立衛生院（NIH）、商務省標準・技術院（NIST）、国立海洋大気

管理局（NOAA）、国防総省国家安全局（NSA）、国立科学財団（NSF）、復員軍人省（VA） 
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プロジェクト／イニシアチブ 概要 

HECI&A 
(ハイエンドコンピューティン
グ基盤及びアプリケーション) 

政府の研究開発用アプリケーション開発、コンピューティ
ング基盤の研究（生物医学、航空科学、地球･宇宙科学、気
象予測と気候モデル、計算結果の分析･表示ツール研究等）

HECC 
ﾊｲｴﾝﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ・ 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｰｼｮﾝ HECR&D 
（ハイエンドコンピューティ

ング研究開発） 

・ハイブリッド技術並列処理、ＷＳネットワーク、 
大容量記憶装置、コンピュータグリッド 

・量子コンピュータ､分子コンピュータ､光コンピュータ等 
光、無線、衛星通信によるネットワーキングについての政府機関の研究開発の支援、調整 
・ジョイント･エンジニアリング･チーム（高性能研究ネットワーク間の接続、連携の調整）
・ネットワーキング研究チーム（ネットワーキング関連技術プログラムの調整） 
・高性能ネットワーキング･アプリケーション･チーム 
・インターネット･セキュリティ･チーム 

NGI（次世代インターネット） 
ギガビット級テストベッドを用いた次世代ネットワーク技
術（通信品質、信頼性、安全性向上等）の開発･実証、100Mbps
級テストベッドを用いた革新的アプリケーションの開発 

LSN 
大規模ﾈｯﾄﾜｰｸ 

技術 

SII（拡張可能な情報基盤） 
利用者が機器の種別や携帯/無線等を意識せずに、機能拡張
等を可能とするツール･技術の開発(テストベッドを含む) 

戦場用自律型ロボット、宇宙船用遠隔／自律エージェント 

共同研究システム、可視化、仮想現実（バーチャルリアリティ） 

情報エージェント（電子図書館等） 

音声認識、視覚装置、認知科学を用いた人工知能 

HCI&IMS 
ﾋｭｰﾏﾝｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ及び 

情報管理 

多言語翻訳 

HCS 
高信頼ｿﾌﾄｳｪｱ､ｼｽﾃﾑ 

ネットワーク及びデータの安全性、暗号化、情報の生存可能性、システムの高負荷対策等 

SDP 
ｿﾌﾄｳｪｱの設計及び生産性

複雑系のソフトウェア工学、アクティブソフトウェア、自律システム用ソフトウェア、セ
ンサの大規模ネットワーク、ソフトウェアの構造化設計･開発、プログラミング･ツール等 

Ｉ
Ｔ 

Ｒ
＆
Ｄ 

SEW 
IT の社会・経済への影響

IT が社会、教育、技術に及ぼす影響、技術者人材育成、デジタルデバイド等 

（４）米国 IT R&D プログラムの内容 



 18

 

 

 

 

保健、高齢者と身障者 

行政機関 

環境 
① 

市民のための 

 システムと 

 サービス 
交通と観光事業 

柔軟で移動可能な遠隔業務の方法とツール 

供給者と消費者のための管理システム ② 
新しい業務方法 

 と電子商取引 
情報及びネットワークのセキュリティ、その他信頼構築技術 

対話型出版技術、デジタルコンテンツと文化遺産 

教育訓練 

言語技術 
③ 

マルチメディア

関連（コンテン

ツとツール） 
情報へのアクセス、フィルタリング、解析 

コンピューティングと情報通信とネットワーク 

ソフトウェア、システム、サービスのための技術 

リアルタイムシステム、大規模シュミレーション、視覚化技術 

モバイルと個人情報通信システム（衛星関連システムとサービスを含む） 

各種センサーを利用するためのインタフェース 

周辺デバイス、サブシステム 

④ 重要技術と基盤 

マイクロエレクトロニクスと光電子工学 

 

第４次フレームワークで研究開発成果が実用化に結びつかなかったことを反省      
  →  ①～③では利用目的を明確化（④では基盤的技術の研究開発） 

（５）ＥＵ 第 5 次フレームワーク（FP5）の情報通信プログラム；IST  
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ITEA  (3,200 百万ユーロ ) 

 

 

1990 1995 2000 2005 2010 

JESSI  （3,800 百万ユーロ） 
MEDEA 

(2,000 百万ﾕｰﾛ) 
MEDEA+  （4,000 百万ユーロ） 

1987～  PROMETHEUS(749） 

1986～  HDTV（730 百万ユーロ）  

  

マルチメディア関連、 

ソフトウェア 

半導体 

その他 
PIDEA   ( 400 百 万 ユ ー ロ ) 

パッケージング、相互接続 

ITS

ADIT (408 百 万 ﾕ ｰ ﾛ)  ADIT2 (133)  

アドバンスドデジタルテレビ 

高精細度テレビ

サブミクロン LSI   
～0.18μ  LSI, 通信デバイス    

EURIMUS  （400 百万ユーロ）  

ＬＳＩ設計等 

マルチメディア、情報配信、コンテンツ処理、  

ユーザーインターフェース等 

（６）ＥＵ EUREKA の主要な大型プロジェクト 

（注）金額は産官の合計。 
各プロジェクトの幅はプロジェクト総額の年平均に比例 

 


